
 

【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号：★D-23-3-24 

事 業 名：復旧・復興事業に伴う道路補修事業 

事 業 費：総額 186,651 千円 国費 149,321千円 

（内訳:工事費 186,651千円） 

事業期間：令和元年度 

 

事業目的：東日本大震災による亘理町沿岸部の壊滅的な被害から復旧・復興するため、亘理町震

災復興計画に基づき、防災集団移転促進事業により集落で安全な地区へ移転を図るた

めの宅地整備・移転支援等を進めている。これら防災集団移転促進事業において必要

となる盛土材等の土砂は、町内の山間部に位置する土取場から搬出されており、通行

した路線の大型車両交通量が「舗装計画交通量」を超過し、舗装の著しい損傷が発生

している。 

このことから、本件は、防災集団移転促進事業の土砂運搬車両の通行により、損傷し

た道路舗装の補修を実施する。 

 

事業地区：吉田地区 

事業結果 

町道東街道線    W=6.6～7.6m L=967m   舗装補修 A=6,720 ㎡ 

町道南新田芝西線  W=3.25m   L=1,210m  舗装補修 A=3,930 ㎡ 

町道條新道線    W=4.1m    L=1,602m  舗装補修 A=6,550 ㎡ 

町道中原浜吉田北線 W=5.7m    L=1,016.6m 舗装補修 A=5,810 ㎡ 

 

＜令和元年度＞工事 186,651 千円 

事業の実績に関する評価 

 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価  

〇防災集団移転事業の大型車運行により損傷した舗装を打換えしたことにより安全な通行を

確保した。上記を踏まえ、本事業は事業目的に即した効果を発揮していると判断する。  

  

②  コストに関する調査・分析・評価 

  〇本事業は工法検討や経済比較などを実施し、土木工事積算標準書を用いた合理的な設計積

算のもと事業を推進したため、事業費は妥当と判断する。  

  

③  事業手法に関する調査・分析・評価 

 想定した事業期間 実際に事業に有した事業期間 

工事 平成 30年 12月～令和 2年 2 月 令和元年 6月～令和 2年 2月 

〇本事業は、防災集団移転先地の造成の完了時期を見極めながら令和元年 6 月に事業に着手

し、令和 2年 2月に事業完了した。 

 

⇒ 想定期間内に事業完了しており、事業手法としては妥当であったと判断する。  

 

事業担当部局 

亘理町都市建設課都市整備班 電話番号：0223-34-0507 

 


